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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 自己資本利益率につきましては、期首期末平均純資産額に基づいて算出しております。 

４ 従業員数は、使用人兼務役員を含まない就業人員（契約社員を含む）であります。なお、臨時従業員の平均

雇用人員を(  )に外書して記載しております。 

５ 第27期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期

決算年月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年９月 平成21年９月

売上高 (千円) 1,992,061 2,571,785 2,874,767 3,254,321 3,922,651

経常利益 (千円) 469,028 575,436 649,408 627,164 652,007

当期純利益 (千円) 268,013 291,229 345,809 363,245 351,482

純資産額 (千円) 1,477,723 1,766,272 2,091,300 2,394,907 2,711,055

総資産額 (千円) 1,902,814 2,310,970 2,674,760 3,000,742 3,527,509

１株当たり純資産額 (円) 277.94 329.38 389.22 451.09 510.48

１株当たり当期純利益 (円) 47.63 55.44 65.84 69.30 67.46

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ─ ― ― ―

自己資本比率 (％) 77.7 74.9 76.4 78.6 75.3

自己資本利益率 (％) 19.8 18.2 18.3 16.5 14.0

株価収益率 (倍) 27.5 24.0 12.5 6.4 11.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 397,423 309,080 430,096 387,477 516,446

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △94,156 △129,500 △426,922 △193,730 △569,714

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △11,698 △60,996 △51,025 △69,790 △86,703

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 1,182,515 1,301,508 1,253,341 1,375,834 1,233,866

従業員数 (名)
57
(24)

99
(17)

107
(10)

124 
(15)

146
(18)
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 自己資本利益率につきましては、期首期末平均純資産額に基づいて算出しております。 

４ 従業員数は、使用人兼務役員を含まない就業人員（契約社員を含む）であります。なお、臨時従業員の平均

雇用人員を(  )に外書して記載しております。 

５ 第27期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期

決算年月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年９月 平成21年９月

売上高 (千円) 1,913,447 2,321,715 2,580,819 3,030,020 3,370,528

経常利益 (千円) 433,721 598,807 622,001 593,019 592,499

当期純利益 (千円) 247,767 321,384 351,820 334,277 333,807

資本金 (千円) 277,375 277,375 277,375 277,375 277,375

発行済株式総数 (株) 5,255,000 5,255,000 5,255,000 5,255,000 5,255,000

純資産額 (千円) 1,447,353 1,733,226 2,053,531 2,338,738 2,620,323

総資産額 (千円) 1,843,549 2,177,896 2,542,747 2,872,321 3,215,393

１株当たり純資産額 (円) 272.79 329.97 390.95 447.29 503.27

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
(円)

4
(―)

6
(―)

7
(―)

8 
(─)

8
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 44.40 61.18 66.98 63.77 64.07

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 78.5 79.6 80.8 81.4 81.5

自己資本利益率 (％) 18.6 20.2 18.6 15.2 13.5

株価収益率 (倍) 29.5 21.8 12.3 6.9 11.6

配当性向 (％) 9.0 9.8 10.5 12.5 12.5

従業員数 (名)
53
(24)

69
(16)

89
(10)

103 
(13)

116
(11)
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２ 【沿革】

年月 事項

昭和54年12月 ソフトウェア開発を目的として東京都新宿区百人町一丁目19番３号に株式会社ジョルダン情報サ

ービスを設立。 

昭和55年８月 東京都新宿区百人町二丁目27番４号に住所を移転。 

平成元年12月 ジョルダン株式会社に商号を変更。 

平成11年２月 ゲーム開発の強化を図るため東京都新宿区百人町二丁目27番４号に株式会社ねこぐみを設立。 

平成11年11月 「乗換案内」のインターネットサーバー設置、運営のためJORUDAN AMERICA,INC.を米国カリフォ

ルニア州に設立。 

平成13年３月 新規事業参入を目的としてコンパスティービー株式会社を東京都新宿区百人町二丁目27番４号に

設立(現連結子会社)。 

平成13年３月 株式会社ねこぐみを清算結了。 

平成13年10月 東京都新宿区新宿二丁目１番９号に住所を移転。 

平成14年３月 JORUDAN AMERICA,INC.を清算結了。 

平成15年４月 大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場に株式を上場。 

平成16年12月 携帯電話向け「乗換案内」関連の新規事業展開に向け、調査、企画及びサイト運営等を行うた

め、東京都新宿区新宿二丁目１番９号に株式会社ジェイ・オフタイムを設立。 

平成18年２月 法人向けシステムの企画開発の強化を図るため、ゼストプロ株式会社(現連結子会社)の株式取得

により、同社及び同社の子会社である有限会社プロセス(現連結子会社)を子会社化。 

平成21年３月 

平成19年２月 株式会社ジェイ・オフタイムを清算結了。 

携帯電話向けサービス提供の強化を図るため、株式会社エキスプレス・コンテンツバンク(現連

結子会社)の株式取得により、同社及び同社の子会社であるEXCB ASIA PACIFIC LIMITED(現非連

結子会社)を子会社化。 
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当社グループは、当社、コンパスティービー株式会社（連結子会社）、ゼストプロ株式会社（連結子会

社）、有限会社プロセス（連結子会社）、株式会社エキスプレス・コンテンツバンク（連結子会社）及び

EXCB ASIA PACIFIC LIMITED（非連結子会社）で構成されております。主な事業の内容は、鉄道等の経路

検索・運賃計算ソフトウェア「乗換案内」の製造・販売、ホームページ及び携帯電話での「乗換案内」及

び付随サービスの提供、旅行の取扱、その他携帯電話向けコンテンツの提供、及び受託ソフトウェア開発

であります。 

コンパスティービー株式会社は、主に広告代理業を営んでおります。当社との主な関係は、当社の携帯

電話向け「乗換案内」の広告スペースの販売であります。ゼストプロ株式会社は、システム・ソフトウェ

アの企画・設計・開発・保守等を行っております。当社との主な関係は、ソフトウェアの設計・開発、及

び当社の「乗換案内」法人向け製品のサーバー運用であります。有限会社プロセスは、情報関連機器のリ

ース等を行っております。株式会社エキスプレス・コンテンツバンクは、平成21年３月に同社の株式を取

得したことに伴い、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。同社は、コンテンツ・ソフトウェ

アの企画・制作・販売やインターネット広告配信等を行っております。 

事業区分は、「乗換案内事業」、「マルチメディア事業」、「その他」といたしております。それぞれ

の内容は以下の通りであります。 

なお、「その他」以外につきましては、事業の内容における事業区分と同一であります。 

  

（乗換案内事業） 

個人向けには、「乗換案内」のパソコン向け製品の販売とそのバージョンアップサービス等を行ってお

ります。また、法人向けには、「乗換案内」や道路渋滞情報等の法人向け製品等の販売の他、システム受

託開発会社経由にて法人内の情報システムの旅費精算部分への組み込み等を行っております。 

携帯電話でも「乗換案内」や道路渋滞情報等の提供を行っております。加えて、「乗換案内」はパソコ

ン向けインターネットでも提供を行っております。携帯電話向け有料サービス「乗換案内NEXT」「交通情

報アクセス」の提供、広告スペースの販売、及び旅行の企画・手配・販売等を収益源といたしておりま

す。 

当社、コンパスティービー株式会社及び株式会社エキスプレス・コンテンツバンクにて事業を行ってお

ります。 

  

（マルチメディア事業） 

携帯電話向けゲーム「ハムスター倶楽部」や、小説・コミックなどの電子出版コンテンツ等の携帯電話

向けコンテンツの提供等の他、家庭用ゲームソフトの開発・販売を行っております。また、雑誌『表現

者』や書籍の出版及び映像コンテンツの提供等も行っております。 

当社、コンパスティービー株式会社及び株式会社エキスプレス・コンテンツバンクにて事業を行ってお

ります。 

  

３ 【事業の内容】
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（その他） 

上記の事業に区分されない、受託ソフトウェア開発、情報関連機器リース、サーバー運用及び専門学校

での講義等の事業は、セグメント区分上、その他として一括しております。 

当社、ゼストプロ株式会社、有限会社プロセス及びEXCB ASIA PACIFIC LIMITEDにて事業を行っており

ます。 

  

当社グループの事業系統図は以下のとおりであります。 
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(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している関係会社はありません。 

３ 特定子会社であります。 

４ 議決権の所有割合の(  )内は、間接所有割合で内数であります。 

  

(1) 連結会社の状況 

平成21年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、使用人兼務役員を含まない就業人員（契約社員を含む）であります。なお、臨時従業員の最近

１年間平均雇用人員を(  )に外書して記載しております。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

３ 前連結会計年度末に比べ従業員数が22名増加しておりますが、主として平成21年３月31日付で株式会社エキ

スプレス・コンテンツバンクが連結子会社になったこと及び業容拡大に伴う定期採用、中途採用等によるも

のであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成21年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、使用人兼務役員を含まない就業人員（契約社員を含む）であります。なお、臨時従業員の最近

１年間平均雇用人員を(  )に外書して記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 前事業年度末に比べ従業員数が13名増加しておりますが、業容拡大に伴う定期採用、中途採用等によるもの

であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金 
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合 
(％)

(連結子会社) 

コンパスティービー株式会社 
(注) ３ 

  東京都新宿区 40,000
乗換案内事業

マルチメディア 
事業 

98.6 ― 

「乗換案内」の広告販売 
広告宣伝の委託 
事務所の一部賃貸 
役員の兼任１名 

ゼストプロ株式会社 
(注) ３ 

北海道函館市 63,000 その他 72.4 ─ 

当社製品の開発委託及びサ
ーバー運用委託 
役員の兼任２名 
資金援助あり 

有限会社プロセス 
(注) ４ 

北海道函館市 3,000 その他
100.0
(100.0)

─ ─ 

株式会社エキスプレス・コンテ
ンツバンク 
(注) ３ 

東京都港区 30,000
乗換案内事業

マルチメディア 
事業 

85.0 ― 
役員の兼任２名 
資金援助あり 

５ 【従業員の状況】

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

乗換案内事業 102(11)

マルチメディア事業 15(３)

その他 19(４)

全社(共通) 10(─)

合計 146(18)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

116(11) 33.1 5.4 5,036,870
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)  有償一般募集(ブックビルディング方式) 

発行価格   440円 

引受価額   409円 

発行価額   332円 

資本組入額  166円 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,000,000

計 19,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年12月22日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,255,000 5,255,000

大阪証券取引所ニ
ッポン・ニュー・
マーケット―「ヘ
ラクレス」市場 

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は100株で
あります。 

計 5,255,000 5,255,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(千円)

資本金残高
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成15年４月16日 (注) 500,000 5,255,000 83,000 277,375 121,500 284,375
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(5) 【所有者別状況】 

平成21年９月30日現在 

 
(注) 自己株式48,433株は「個人その他」に484単元、「単元未満株式の状況」に33株含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成21年９月30日現在 

 
(注) エフエムアール エルエルシーから平成21年７月６日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書（変更報告

書）により平成21年６月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事

業年度末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には

含めておりません。 

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。 

 
  

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人 
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 2 9 15 7 ― 2,201 2,234 ―

所有株式数 
(単元) 

― 198 116 440 4,493 ― 47,294 52,541 900

所有株式数 
の割合(％) 

― 0.38 0.22 0.84 8.55 ― 90.01 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

佐 藤 俊 和 東京都新宿区 2,627 50.00

坂 口   京 東京都練馬区 336 6.41

メロンバンクエヌエートリーテ
イークライアントオムニバス
（常任代理人 株式会社三菱東
京UFJ銀行） 

ONE  MELLON  BANK  CENTER,  PITTSBURGH, 
PENNSYLVANIA 
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

290 5.53

ジョルダン従業員持株会 東京都新宿区新宿２丁目１－９ 208 3.98

岩 田 明 夫 愛知県春日井市 120 2.28

佐 藤 照 子 東京都新宿区 90 1.71

エフジーシーエスエヌブイトリ
ーテイアカウントタクサブル
（常任代理人 株式会社三菱東
京UFJ銀行） 

206-214  HERENGRACHT  AMSTERDAM  THE 
NETHERLAND 
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

85 1.63

中 村 崇 則  東京都港区 80 1.52

小 田 恭 司 千葉県船橋市 76 1.45

若 杉 精三郎 大分県別府市 69 1.31

計 ― 3,985 75.84

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

エフエムアール エルエルシー 
82 DEVONSHIRE STREET, BOSTON,
MASSACHUSETTS 02109, USA 

320 6.10
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成21年９月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式33株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成21年９月30日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  48,400 

― 単元株式数 100株 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

5,205,700 
52,057 同上 

単元未満株式 
普通株式 

900 
― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 5,255,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 52,057 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
ジョルダン株式会社 

東京都新宿区新宿
２丁目１－９ 

48,400 ― 48,400 0.92

計 ― 48,400 ― 48,400 0.92
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(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 
  

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 
  

 
(注) 有価証券報告書提出日現在の保有自己株式数には、平成21年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの単

元未満株式の買取りによる株式数は含まれておりません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第３号の規定に基づく取締役会決議による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年11月６日決議)での決議状況
(取得期間平成20年11月10日～平成20年12月９日) 

50,000 25,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─

当事業年度における取得自己株式 22,100 10,393,500

残存決議株式の総数及び価額の総額 27,900 14,606,500

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 55.8 58.4

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 55.8 58.4

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式 

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ―

その他 ( ─ ) ― ― ― ―

保有自己株式数 48,433 ― 48,433 ―
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当社グループは、配当につきましては、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保

しつつ、ある程度配当の継続性・安定性を考慮した上で、経営成績に応じた配当を実施していくことを基

本方針としております。その上で、基本方針に基づく具体的な目標として、連結配当性向10％を定めてお

ります。 

当社の剰余金の配当の回数につきましては、配当事務に係るコスト等を考慮し、現在のところ期末日を

基準とする年１回の現金配当を基本方針としており、この剰余金の配当の決定機関は、株主総会でありま

す。 

なお、当社は「取締役会の決議によって、毎年３月31日を基準日として中間配当をすることができ

る。」旨を定款に定めております。 

上記に基づき、当期の配当は期末配当として１株当たり８円としております。この結果、連結配当性向

は11.9％となりました。 

これと合わせ、資本効率の向上を図るとともに、企業環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を

可能とするため、状況に応じて自己株式の取得を弾力的に実施していく方針です。 

内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、ネットワーク関連設備の

増強・研究開発体制の強化等を目的として投入し、今まで以上に競争力を高めるとともに、新規事業の創

造や投融資等のために活用し、積極的な事業展開・拡大を図ってまいりたいと考えております。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

３ 【配当政策】

決議年月日
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額 

(円)

平成21年12月22日 
定時株主総会決議 

41,652 ８ 
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(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場におけるものであり

ます。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場におけるものであり

ます。 

  

  

４ 【株価の推移】

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期

決算年月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年９月 平成21年９月

最高(円) 1,600 3,520 1,440 1,071 835 

最低(円) 386 1,140 756 423 400 

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 540 650 770 761 789 835 

最低(円) 482 510 620 682 730 721 
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役
社長

社長 
執行役員

 

メディア 
事業部長

佐 藤 俊 和 昭和24年８月24日生

昭和54年12月 株式会社ジョルダン情報サービス 

(現ジョルダン株式会社)設立 

代表取締役(現任) 

(注)３ 2,627,660

平成13年３月 コンパスティービー株式会社 

代表取締役(現任) 

平成18年２月 ゼストプロ株式会社代表取締役 

(現任) 

平成18年12月 当社社長執行役員(現任) 

平成19年10月 当社メディア事業部長(現任) 

取締役
執行役員 
技術部長

坂 口   京 昭和24年７月19日生

昭和52年10月 株式会社エル・エス・アイ入社 

(注)３ 336,980

昭和54年12月 当社入社 

取締役(現任) 

推論機構室マネージャー 

平成15年11月 当社開発本部長 

平成18年12月 当社執行役員(現任) 

平成19年10月 当社研究開発担当 

平成21年10月 

平成20年10月 当社品質向上・研究開発担当 

当社技術部長（現任） 

取締役 ─ 奥 山   至 昭和17年10月31日生

昭和41年４月 株式会社日立製作所入社 

(注)３ 3,000

平成６年６月 日製ソフトウェア株式会社 

(現株式会社日立ハイテクソリュ

ーションズ)入社 

平成９年６月 同社代表取締役 

平成18年12月 当社取締役(現任) 

取締役 ─ 玉 野 博 昭 昭和35年11月13日生

昭和58年11月 アーサーアンダーセン公認会計士

共同事務所（現アクセンチュア）

入社 

(注)３ 100

平成２年４月 株式会社三和総合研究所（現三菱

UFJリサーチ＆コンサルティング

株式会社）入社 

平成10年１月 株式会社サンクネット設立 

代表取締役（現任） 

平成16年12月 株式会社ジェイ・オフタイム設立 

代表取締役 

平成18年３月 株式会社ポルタ設立 

代表取締役（現任） 

平成19年６月 日本電通株式会社監査役(現任) 

平成20年12月 当社取締役(現任) 

監査役 常勤 高 村   茂 昭和23年７月20日生

昭和50年11月 プライス・ウォーターハウス会計

事務所入社 

(注)４ 10,000

昭和63年11月 平和工業株式会社 

(現株式会社平和)入社 

平成９年８月 ユニバーサル販売株式会社 

(現株式会社ユニバーサルエンタ

ーテインメント)入社 

平成15年９月 当社顧問 

平成17年12月 当社監査役(現任) 

監査役 非常勤 松 澤 壽 俊 昭和７年８月20日生

平成10年７月 ノルウェー王国大使館 

産業技術顧問 (注)５ 3,000

平成14年５月 当社監査役(現任) 

監査役 非常勤 五十嵐 雅 子 昭和23年４月20日生

平成６年４月 帝京平成大学情報学部 

(現現代ライフ学部)助教授 

(注)４ ─

平成10年４月 帝京大学帝京国際交流センター 

主任研究員 

平成16年４月 帝京平成大学留学生別科長 

平成17年５月 株式会社愛郷舎設立 

代表取締役(現任) 

平成21年４月 

平成17年12月 当社監査役(現任) 

東都医療大学副学長・ヒューマン

ケア学部教授（現任） 

学校法人青淵学園理事（現任） 

計 2,980,740
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(注) １ 取締役 奥山至は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役 松澤壽俊及び監査役 五十嵐雅子は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成20年９月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年９月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

４ 監査役 高村茂及び監査役 五十嵐雅子の任期は、平成21年９月期に係る定時株主総会終結の時から平成25

年９月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

５ 監査役 松澤壽俊の任期は、平成18年９月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年９月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。 

６ 当社では、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化、執行責任の明確化及び業務執行の迅速化を図るた

めに、執行役員制度を導入しております。執行役員は７名で、取締役を兼務している上記２名のほか、以下

の５名で構成されております。 

 
  

職名 氏名 

 執行役員 開発部長 山野井 さち子 

 執行役員 業務部長 武 部 敬 次 

 執行役員 経営企画室長 

      管理部長 
岩 田 一 輝 

 執行役員 ＮＥＸＴ事業部長 

      トラベル事業部長 
田 中   輝 

 執行役員 企画営業部長 東 寺   浩 
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(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

企業価値の最大化を図るに当たり必要となる経営の効率化や各種のステークホルダーに対する会社の

透明性・公正性の確保のため、コーポレート・ガバナンスが重要であると考えております。また、その

具体的施策として、会社の意思決定機関である取締役会の迅速化・活性化、業務執行に対する監督機能

の強化、取締役に対する経営監視機能の強化、及び内部統制システムの整備が重要であると考えており

ます。 

  

② 会社の機関及び内部統制システムの概略 

 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
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③ 会社の機関の内容 

i. 会社の機関 

当社は、会社の機関として、会社法に規定する取締役会及び監査役を設置しております。会社規

模・事業規模等に鑑み、また、社外取締役や社外監査役を含む監査役による経営監視の体制が十分に

機能するものと考え、当該体制を採用しているものであります。加えて、執行役員制度を導入し、取

締役会の意思決定機能及び監督機能の強化、執行責任の明確化及び業務執行の迅速化を図ることで、

その体制を十分に強化できるものと考えております。 

ii. 取締役会 

取締役会については、経営上の意思決定機関として、迅速化・活性化を図るべく、４名の取締役

（うち１名が社外取締役）による体制を採っております。月１回の定例取締役会の他、必要に応じて

臨時取締役会を開催しております。取締役会においては、業務執行を担う代表取締役社長・執行役員

及び各部門責任者の選任を行うとともに、社長又は担当執行役員から当社及びグループ会社の営業・

開発活動の状況等について報告を行うことで、取締役会が業務執行に対する監督の役割を担っており

ます。特に、その実効性を高めるため、取締役中に社外取締役を含めており、原則として毎回取締役

会に出席し必要に応じて意見を述べることで、代表取締役社長の職務執行の監督を行っております。

iii. 執行役員 

取締役会にて選任された執行役員が、経営方針に基づき、社長の指揮命令の下、実際の業務執行を

担っております。その際、各部門責任者を兼ねる執行役員が、社長に直接、もしくは原則として月１

回行う執行役員会等で、部門又はプロジェクト毎の進捗状況及び営業・開発活動の状況等について報

告を行うことで、業務執行における責任の明確化と効率性の向上を図っております。なお、執行役員

会等の社内会議にも社外取締役が一部出席することで、執行役員による業務執行の監視も併せて行っ

ております。 

  

④ 内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

i. 基本的な考え方 

業務執行が法令・定款に適合すること等の業務の適正を確保することで不正や過失等を未然に防ぐ

ことや、取締役会の意思決定や経営方針等に従って業務執行が進められるようにすること等を目的と

して、ひいてはそれらが企業価値の向上につながるものと考え、内部統制システムの整備を進めてい

く必要があると考えております。 

ii. コンプライアンス体制 

コンプライアンス体制につきましては、就業規則やインサイダー取引防止規程等の社内規程におい

て、関連する規定を設けるとともに、東京銀座総合法律事務所と顧問契約を締結し、必要に応じてア

ドバイスを受けております。 
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iii. リスク管理体制 

リスク管理体制につきましては、部門又はプロジェクト毎の会議を通じ、又はそれらを踏まえて各

部門責任者を兼ねる執行役員から、執行役員会や社長へ状況報告を行うこととしております。さら

に、それらの報告のうち重要なものについては、社長又は担当執行役員から取締役会に報告すること

としております。これらの体制により、対処すべきリスクや重要事実の発生可能性等の情報の集約を

図り、迅速な対処につなげております。 

iv. グループ会社 

グループ会社につきましては、関係会社管理規程に従って管理を行うことや、当社の社長や関係会

社管理を担当する経営企画室長等がグループ会社の取締役を兼任すること等により、当社の取締役会

の意思決定や経営方針等に沿った業務執行や対処すべきリスクの把握等が行える体制としておりま

す。なお、グループ会社の増加を踏まえたグループ会社を含めた体制の強化について、今後の検討課

題としております。 

v. その他 

コンプライアンス体制・リスク管理体制の強化の一環として、情報セキュリティに関する体制を強

化するため、当社及び一部のグループ会社において、平成19年９月に情報セキュリティマネジメント

システムの国際標準規格であるISO27001（ISO/IEC27001:2005）及びその国内規格である、JIS Q 

27001（JIS Q 27001:2006）の認証を取得し、役職員の情報取扱に関する教育・訓練等を含め、情報

セキュリティ管理体制の継続的な強化に努めております。 

  

⑤ 監査役監査及び内部監査の組織 

i. 監査役 

監査役３名のうち２名は社外監査役であります。監査役は原則として全員が取締役会に出席し、必

要に応じて意見を述べることで、取締役の職務執行の監査を行っております。監査役のうち１名は常

勤監査役であり、重要書類の閲覧、子会社の調査、取締役や従業員からのヒアリング等を行うこと

で、業務全般の妥当性・有効性等の調査を行い、必要に応じて助言を行っております。また、会社法

上の会計監査人は設置しておりません（期末日現在）が、金融商品取引法の規定に基づく監査の結果

について、期末及び必要に応じ中間期に監査法人から報告を受けることで、監査役が行う会社法上の

会計監査の実効性の確保に努めております。 

ii. 内部監査 

内部監査については、社長直属の組織として内部監査室（人員１名）を置き、内部監査規程に基づ

いて、必要に応じて監査役や監査法人と連携しながら、各部門の業務執行・管理体制の妥当性や法令

及び社内規程への適合性、会計記録の信頼性等に関する内部監査を実施する体制を採っております。

各部門に対する内部監査の実施に当たっては、必要に応じて監査役が同行するとともに、監査の結果

を監査役の求めに応じて報告することで、監査役監査との連携を図っております。 
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⑥ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

社外取締役である奥山至氏は、当社株式3,000株を保有しております。その他の利害関係については

該当事項はありません。 

社外監査役である松澤壽俊氏は、当社株式3,000株を保有しております。その他の利害関係について

は該当事項はありません。五十嵐雅子氏については、同氏が代表取締役を務める株式会社愛郷舎の株式

を当社が保有しておりますが、保有比率及び金額に鑑み、重要性はないものと考えております。その他

の利害関係については該当事項はありません。 

  

⑦ 金融商品取引法の規定に基づく財務諸表監査 

新日本有限責任監査法人には、金融商品取引法の規定に基づき、通期の財務諸表監査、内部統制監査

及び四半期レビューを受けております。 

監査法人の業務執行に関する各種事項については以下の通りであります。 

  業務を執行した公認会計士の氏名  畠山伸一、松尾浩明 

  所属する監査法人名        新日本有限責任監査法人 

  監査業務にかかる補助者の構成   公認会計士 ５名 

                   その他   ６名 

   (注) 継続監査年数については、７年以内であるため記載を省略しております。 

  

⑧ 役員報酬の内容 

当社の役員報酬の内容については以下の通りであります。 

取締役に対する報酬 ５名 45,450千円  （うち社外取締役 ２名 2,250千円） 

取締役に対する賞与 ４名  7,900千円  （うち社外取締役 １名   300千円） 

監査役に対する報酬 ３名  9,600千円  （うち社外監査役 ２名 2,400千円） 

監査役に対する賞与 ３名  1,600千円  （うち社外監査役 ２名  400千円） 

   (注) 当期中の退任取締役１名に対する報酬を含んでおります。 

  

⑨ 取締役の定数並びに取締役の選任及び解任の決議要件 

i. 取締役の定数 

当社の取締役は３名以上10名以内とする旨を定款に定めております。 

ii. 取締役の選任及び解任の決議要件 

当社の取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、並びに累積投票によらない旨を定款に定めてお

ります。 

  

─ 45 ─



⑩ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

i. 自己の株式の取得 

当社は、取締役会の決議によって、市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款

に定めております。これは、経済情勢の変化に対応した機動的な資本政策を行えるようにするためで

あります。 

ii. 取締役及び監査役の責任免除 

当社は、取締役会の決議によって、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）

及び監査役（監査役であった者を含む。）の賠償責任を法令に定める範囲内で免除することができる

旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役がその期待される職務をより適切に行えるよ

うにするためであります。 

iii. 中間配当 

当社は、取締役会の決議によって、毎年３月31日を基準日として中間配当をすることができる旨を

定款に定めております。これは、株主への利益還元について、柔軟な対応を可能とするためでありま

す。 

  

⑪ 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項の定めによるべき決議は、定款に別段の定めがある場合のほか、議決

権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その３分の２以上をも

って行う旨を定款に定めております。これは、株主総会の特別決議の定足数の確保をより確実にし、株

主総会を円滑に運営するためであります。 

  

(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

 
  

② 【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、財務報告目的の内部統

制の整備・運用・評価等にかかる助言業務であります。 

  

④ 【監査報酬の決定方針】 

該当事項はありません。 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に 
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 ─ ─ 19,000 1,177

連結子会社 ─ ─ ─ ─

計 ─ ─ 19,000 1,177
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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,693,414 1,665,630

受取手形及び売掛金 653,392 805,299

たな卸資産 15,015 －

商品及び製品 － 13,249

仕掛品 － 26,571

原材料及び貯蔵品 － 289

繰延税金資産 71,887 70,970

その他 45,552 49,206

貸倒引当金 △4,138 △15,400

流動資産合計 2,475,124 2,615,818

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 47,717 84,498

減価償却累計額 △9,310 △15,236

建物及び構築物（純額） 38,407 69,261

機械装置及び運搬具 7,069 7,654

減価償却累計額 △4,592 △3,274

機械装置及び運搬具（純額） 2,476 4,379

工具、器具及び備品 231,137 263,602

減価償却累計額 △115,259 △182,465

工具、器具及び備品（純額） 115,877 81,136

土地 50,400 50,400

有形固定資産合計 207,161 205,177

無形固定資産   

のれん － 255,560

ソフトウエア 78,631 132,817

その他 6,774 2,185

無形固定資産合計 85,406 390,563

投資その他の資産   

投資有価証券 35,077 ※1  76,440

敷金及び保証金 163,587 199,135

長期滞留債権 － 5,817

繰延税金資産 30,184 35,528

その他 4,200 4,845

貸倒引当金 － △5,817

投資その他の資産合計 233,049 315,950

固定資産合計 525,617 911,691

資産合計 3,000,742 3,527,509
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 182,452 259,844

1年内返済予定の長期借入金 9,996 14,996

未払費用 47,153 95,849

未払法人税等 133,031 154,901

未払消費税等 22,084 30,607

賞与引当金 59,665 66,350

役員賞与引当金 10,600 11,700

返品調整引当金 4,100 7,945

その他 110,907 113,413

流動負債合計 579,991 755,606

固定負債   

長期借入金 25,843 60,847

固定負債合計 25,843 60,847

負債合計 605,834 816,453

純資産の部   

株主資本   

資本金 277,375 277,375

資本剰余金 284,375 284,375

利益剰余金 1,810,351 2,120,005

自己株式 △13,489 △23,883

株主資本合計 2,358,611 2,657,871

少数株主持分 36,295 53,184

純資産合計 2,394,907 2,711,055

負債純資産合計 3,000,742 3,527,509
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②【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 3,254,321 3,922,651

売上原価 ※2  1,655,459 ※2  1,979,158

売上総利益 1,598,861 1,943,492

返品調整引当金戻入額 5,850 4,100

返品調整引当金繰入額 4,100 7,945

差引売上総利益 1,600,611 1,939,647

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  976,093 ※1, ※2  1,288,741

営業利益 624,517 650,906

営業外収益   

受取利息 3,256 2,206

受取配当金 500 1,260

消費税等簡易課税差額収入 355 －

負ののれん償却額 873 －

雑収入 451 1,587

営業外収益合計 5,436 5,054

営業外費用   

支払利息 650 1,154

為替差損 2,140 2,778

消費税等簡易課税差額損失 － 19

営業外費用合計 2,790 3,952

経常利益 627,164 652,007

特別利益   

知的財産権売却益 2,000 －

固定資産売却益 － ※3  376

特別利益合計 2,000 376

特別損失   

固定資産除却損 － ※4  4,310

投資有価証券評価損 － 1,137

減損損失 1,252 282

特別損失合計 1,252 5,729

税金等調整前当期純利益 627,911 646,653

法人税、住民税及び事業税 271,410 288,873

法人税等調整額 △10,942 2,487

法人税等合計 260,467 291,361

少数株主利益 4,198 3,809

当期純利益 363,245 351,482
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 277,375 277,375

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 277,375 277,375

資本剰余金   

前期末残高 284,375 284,375

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 284,375 284,375

利益剰余金   

前期末残高 1,483,875 1,810,351

当期変動額   

剰余金の配当 △36,768 △41,829

当期純利益 363,245 351,482

当期変動額合計 326,476 309,653

当期末残高 1,810,351 2,120,005

自己株式   

前期末残高 △1,188 △13,489

当期変動額   

自己株式の取得 △12,301 △10,393

当期変動額合計 △12,301 △10,393

当期末残高 △13,489 △23,883

株主資本合計   

前期末残高 2,044,436 2,358,611

当期変動額   

剰余金の配当 △36,768 △41,829

当期純利益 363,245 351,482

自己株式の取得 △12,301 △10,393

当期変動額合計 314,175 299,259

当期末残高 2,358,611 2,657,871

少数株主持分   

前期末残高 46,864 36,295

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,568 16,888

当期変動額合計 △10,568 16,888

当期末残高 36,295 53,184

純資産合計   

前期末残高 2,091,300 2,394,907

当期変動額   

剰余金の配当 △36,768 △41,829

当期純利益 363,245 351,482

自己株式の取得 △12,301 △10,393

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,568 16,888

当期変動額合計 303,606 316,148

当期末残高 2,394,907 2,711,055
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 627,911 646,653

減価償却費 81,691 116,025

のれん償却額 － 38,395

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,823 14,608

返品調整引当金の増減額（△は減少） △1,750 3,845

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,165 3,685

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △50 1,100

受取利息及び受取配当金 △3,756 △3,466

支払利息 650 1,154

売上債権の増減額（△は増加） △82,732 △33,719

前受金の増減額（△は減少） 47,074 △15,357

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,080 △25,094

仕入債務の増減額（△は減少） 22,663 26,120

前渡金の増減額（△は増加） 5,921 △1,018

未払費用の増減額（△は減少） 14,508 △14,060

未払消費税等の増減額（△は減少） △5,569 8,523

その他 △3,005 15,145

小計 697,466 782,539

利息及び配当金の受取額 3,756 3,466

利息の支払額 △650 △1,154

法人税等の支払額 △313,094 △268,405

営業活動によるキャッシュ・フロー 387,477 516,446

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △324,179 △426,313

定期預金の払戻による収入 327,803 312,129

有形固定資産の取得による支出 △99,396 △50,741

有形固定資産の売却による収入 － 1,727

無形固定資産の取得による支出 △49,716 △86,526

投資有価証券の取得による支出 △3,500 －

子会社株式の取得による支出 △13,894 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ ※2  △293,763

敷金及び保証金の差入による支出 △30,800 △37,486

敷金及び保証金の回収による収入 － 11,261

その他 △47 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △193,730 △569,714
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △11,000 －

長期借入金の返済による支出 △9,996 △30,000

リース債務の返済による支出 － △4,354

配当金の支払額 △36,493 △41,804

少数株主への配当金の支払額 － △151

自己株式の取得による支出 △12,301 △10,393

財務活動によるキャッシュ・フロー △69,790 △86,703

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,462 △1,995

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 122,493 △141,968

現金及び現金同等物の期首残高 1,253,341 1,375,834

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,375,834 ※1  1,233,866
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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年９月30日) 

当事業年度 
(平成21年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,589,979 1,458,882

受取手形 ※2  5,670 ※2  5,670

売掛金 ※1  607,691 ※1  643,943

商品 119 －

製品 7,999 －

商品及び製品 － 13,249

仕掛品 1,241 22,531

原材料 896 －

原材料及び貯蔵品 － 289

前渡金 15,730 16,748

前払費用 － 14,859

繰延税金資産 61,667 67,440

短期貸付金 － ※1  50,629

その他 19,279 1,563

貸倒引当金 △1,570 △8,251

流動資産合計 2,308,704 2,287,557

固定資産   

有形固定資産   

建物 15,808 14,878

減価償却累計額 △4,793 △5,850

建物（純額） 11,014 9,027

車両運搬具 4,129 4,714

減価償却累計額 △2,469 △982

車両運搬具（純額） 1,660 3,731

工具、器具及び備品 210,261 223,156

減価償却累計額 △98,490 △152,534

工具、器具及び備品（純額） 111,770 70,622

有形固定資産合計 124,445 83,381

無形固定資産   

特許権 1,041 －

ソフトウエア 78,236 121,394

電話加入権 1,079 1,079

その他 4,224 677

無形固定資産合計 84,581 123,151
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年９月30日) 

当事業年度 
(平成21年９月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 35,077 33,940

関係会社株式 121,896 430,825

関係会社長期貸付金 － 29,669

敷金及び保証金 163,277 191,743

長期滞留債権 － 5,817

繰延税金資産 30,138 30,279

その他 4,200 4,845

貸倒引当金 － △5,817

投資その他の資産合計 354,589 721,304

固定資産合計 563,617 927,836

資産合計 2,872,321 3,215,393

負債の部   

流動負債   

買掛金 172,022 203,479

未払金 － 712

未払費用 44,616 76,395

未払法人税等 132,431 125,783

未払消費税等 16,332 21,631

前受金 83,276 72,515

預り金 7,494 4,605

賞与引当金 56,000 60,000

役員賞与引当金 9,000 9,500

返品調整引当金 4,100 7,945

受注損失引当金 － 1,358

その他 8,307 11,143

流動負債合計 533,583 595,070

負債合計 533,583 595,070

純資産の部   

株主資本   

資本金 277,375 277,375

資本剰余金   

資本準備金 284,375 284,375

資本剰余金合計 284,375 284,375

利益剰余金   

利益準備金 3,600 3,600

その他利益剰余金   

別途積立金 20,000 20,000

繰越利益剰余金 1,766,878 2,058,856

利益剰余金合計 1,790,478 2,082,456

自己株式 △13,489 △23,883

株主資本合計 2,338,738 2,620,323

純資産合計 2,338,738 2,620,323

負債純資産合計 2,872,321 3,215,393
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 ※2  3,030,020 ※2  3,370,528

売上原価   

商品期首たな卸高 － 119

製品期首たな卸高 66 7,999

当期製品製造原価 695,985 826,819

ソフトウエア償却費 38,451 43,739

当期商品仕入高 837,884 936,040

合計 1,572,387 1,814,718

商品期末たな卸高 119 －

製品期末たな卸高 7,999 13,249

売上原価合計 ※3  1,564,268 ※3  1,801,469

売上総利益 1,465,752 1,569,059

返品調整引当金戻入額 5,850 4,100

返品調整引当金繰入額 4,100 7,945

差引売上総利益 1,467,502 1,565,214

販売費及び一般管理費 ※1, ※3  891,922 ※1, ※3  1,002,607

営業利益 575,579 562,606

営業外収益   

受取利息 3,451 2,085

受取配当金 500 ※2  12,108

受取事務手数料 ※2  4,571 ※2  4,571

経営指導料 ※2  10,285 ※2  12,857

雑収入 440 266

営業外収益合計 19,249 31,888

営業外費用   

為替差損 1,810 1,995

営業外費用合計 1,810 1,995

経常利益 593,019 592,499

特別利益   

知的財産権売却益 2,000 －

固定資産売却益 － ※4  376

特別利益合計 2,000 376

特別損失   

固定資産除却損 － ※5  4,310

投資有価証券評価損 － 1,137

減損損失 1,252 282

特別損失合計 1,252 5,729

税引前当期純利益 593,766 587,145

法人税、住民税及び事業税 269,860 259,252

法人税等調整額 △10,370 △5,914

法人税等合計 259,489 253,338

当期純利益 334,277 333,807
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 277,375 277,375

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 277,375 277,375

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 284,375 284,375

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 284,375 284,375

資本剰余金合計   

前期末残高 284,375 284,375

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 284,375 284,375

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 3,600 3,600

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,600 3,600

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 20,000 20,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 20,000 20,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,469,369 1,766,878

当期変動額   

剰余金の配当 △36,768 △41,829

当期純利益 334,277 333,807

当期変動額合計 297,508 291,978

当期末残高 1,766,878 2,058,856

利益剰余金合計   

前期末残高 1,492,969 1,790,478

当期変動額   

剰余金の配当 △36,768 △41,829

当期純利益 334,277 333,807

当期変動額合計 297,508 291,978

当期末残高 1,790,478 2,082,456
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

自己株式   

前期末残高 △1,188 △13,489

当期変動額   

自己株式の取得 △12,301 △10,393

当期変動額合計 △12,301 △10,393

当期末残高 △13,489 △23,883

株主資本合計   

前期末残高 2,053,531 2,338,738

当期変動額   

剰余金の配当 △36,768 △41,829

当期純利益 334,277 333,807

自己株式の取得 △12,301 △10,393

当期変動額合計 285,207 281,584

当期末残高 2,338,738 2,620,323

純資産合計   

前期末残高 2,053,531 2,338,738

当期変動額   

剰余金の配当 △36,768 △41,829

当期純利益 334,277 333,807

自己株式の取得 △12,301 △10,393

当期変動額合計 285,207 281,584

当期末残高 2,338,738 2,620,323
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平成２０年１２月９日

ジ ョ ル ダ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているジョルダン株式会社の平成１９年１０月１日から平成２０年９月３０日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ジョルダン株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上
  

 

独立監査人の監査報告書
 

 新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 高 橋 廣 司 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

公認会計士 畠 山 伸 一 

（注）１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成２１年１２月２２日

ジ ョ ル ダ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているジョルダン株式会社の平成２０年１０月１日から平成２１年９月３０日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ジョルダン株式会社及び連結子会社の平成２１年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ジョルダン株

式会社の平成２１年９月３０日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整

備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から

内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽

の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意思表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、ジョルダン株式会社が平成２１年９月３０日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上
  

 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 畠 山 伸 一 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 尾 浩 明 

（注）１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成２０年１２月９日

ジ ョ ル ダ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているジョルダン株式会社の平成１９年１０月１日から平成２０年９月３０日までの第２９期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ジョルダン株式会社の平成２０年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上
  

 

独立監査人の監査報告書
 

 新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 高 橋 廣 司 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 畠 山 伸 一 

（注）１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成２１年１２月２２日

ジ ョ ル ダ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているジョルダン株式会社の平成２０年１０月１日から平成２１年９月３０日までの第３０

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ジョルダン株式会社の平成２１年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上
  

 

独立監査人の監査報告書
 

 新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 畠 山 伸 一 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 尾 浩 明 

（注）１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年12月22日 

【会社名】 ジョルダン株式会社 

【英訳名】 Jorudan Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  佐 藤 俊 和 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿二丁目１番９号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



代表取締役社長佐藤俊和は、当社及び連結子会社（以下「当社グループ」という。）の財務報告に係る

内部統制を整備及び運用する責任を有しており、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに

財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」（企業会計審議会

平成19年２月15日）に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及

び運用しております。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務

報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成21年９月30日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して

おります。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務

プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を

及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内

部統制の有効性に関する評価を行っております。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社グループについて、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び

質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社３社を対象として行った全社的な内部統

制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定いたしました。なお、連

結子会社１社については金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価

範囲に含めておりません。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の当連結会計年度の売上高（連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、当連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達して

いる事業拠点を「重要な事業拠点」といたしました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目

的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金、製造原価に含まれる人件費及び旅行仕入高に至る業務

プロセスを評価の対象といたしました。さらに、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴

う重要な勘定科目に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして

評価対象に追加しております。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効であ

ると判断いたしました。 

  

付記すべき事項はありません。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年12月22日 

【会社名】 ジョルダン株式会社 

【英訳名】 Jorudan Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  佐 藤 俊 和 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿二丁目１番９号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役社長佐藤俊和は、当社の第30期(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)の有価

証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




